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平成29年12月11日（月）必着  （期限にかかわらず、早めの提出をお願いします。）

　一部繰上償還は、借受人の希望により、貸付金の一部を繰り上げて返済することができる制度です。元金が減る
と、利息の負担も少なくなります。自己資金を把握して計画的に申込みましょう。

●申出書は、所属所保管の「貸付事務の手引き」からコピーするか、当支部ホームページからダウンロードして 
使用してください。
●一部繰上償還できる金額は、毎月償還のみの場合10万円以上、ボーナス併用償還の場合20万円以上で、1円
単位となります。

　貸付金の全額を繰り上げて返済することのできる全額繰上償還は、6・8・9・10・12・2・3月に実施します。全額
繰上償還を希望する月の前月10 と」書出申還償上繰額全「、にでま日 82円切手１枚を提出してください。

繰上償還についての詳細は、所属所保管の平成26年10月22日付け公立千第226号「繰上償還申込みに
おける留意点について(通知)」及び「貸付事務の手引き」22～32ページをご覧ください。

申出締切日

　「一部繰上償還申出書（様式第11号）」を作成し、82円切手2枚を添付の上、郵送又は持参し
）。いさだくてしを管保で属所、りとをえ控ず必はに際の出提（。いさだくて

申出方法

手続きの流れ（

＜施行日以降に子の年齢が1歳6ヵ月に達する場合＞

1月一部繰上償還）

全額繰上償還について

支部へ申出書を提出
（12月11日支部必着）

支部から所属へ
振込用紙を送付
（12月下旬）

各自、金融機関にて振込み
（1月1日～1月16日まで）

お問い合わせ
経理・貸付班 043-223-4122一部繰上償還を実施します 実施は1月と7月のみ年に2回のチャンスです！

　退職後の健康保険はお決まりですか？今お持ちの共済組合員証は、退職の翌日から使用できません。
再就職する、家族の被扶養者になる、公立学校共済組合の任意継続組合員になるなど、それぞれの生活に応じた
健康保険に加入することになります。退職する前に、退職後に加入する健康保険を確認しておきましょう。

〈任意継続組合員制度について〉
　退職日まで引き続き1年と1日以上組合員だった方は、任意継続組合員になることを申し出ることに
より、退職後2年間、在職中とほぼ同様の短期給付を受けることができます。
　なお、任意継続組合員になるためには、退職の日から20日以内に申し出て、掛金を納入することが必
要です。詳細については、退職予定者向け冊子「ゆとり」をご覧ください。

退　職

再就職をしなかった場合 再就職をした場合

健康保険に
加入する

（民間企業等）

公立学校共済
組合に加入する

（再任用フルタイム）

国民健康
保険に

加入する

家族の
被扶養者に

なる

任意継続
組合員に

なる

健康保険や共済組合の
加入条件に満たない場合
（再任用ハーフタイムや

アルバイトなど）

お問い合わせ
給付班 043-223-4118退職後の健康保険制度のご案内

　退職などによる資格喪失後にもかかわらず、引続き共済組合の組合員証等を保持・使用するケースが多く見受
けられます。
　次に加入する保険者の保険証がすぐに届かない場合であっても、資格喪失後は当共済組合の組合員証等は、使
用できません。
　資格喪失した場合は、速やかに所属所を通じて、組合員証等を共済組合に返却してください。
　共済組合が、資格喪失者の医療費（総医療費の約7～8割分）を負担したことが判明した場合、必ず返還していた
だくことになりますので、ご承知おきください。
　なお、被扶養者の認定がさかのぼって取消された場合は、返還しなければならない医療費が高額になる場合も
ありますのでご注意ください。
　また、後期高齢者医療制度に該当する75歳以上の方（一定の障害状態にある65歳以上75歳未満の方）について
も、被扶養者証及び高齢受給者証の返却をお願いします。※取消申告書等の書類の提出は不要です。

例）定年退職の場合の組合員証･
　  被扶養者証等の取扱い 

在職中の使用は→○

3/31
退職

退職後の使用は→×

4/1以降は使用不可!
すぐ所属に返却を!

お問い合わせ
給付班 043-223-4118資格喪失に伴う組合員証等の

速やかな返却について（お願い）

お問い合わせ
給付班 043-223-4118育児休業手当金の支給期間が延長になりました

　平成29年10月1日以降に2歳に達する子（※1）に係る育児休業等について、その日後も必要と認められるものとし
て総務省令で定める場合（※2）には、その子が2歳に達する日まで延長することができます。

※1　平成27年10月2日以降に出生した子が対象。
※2　① 育児休業に係る子について、保育所における保育の実施を希望し申込みを行っているが、1歳6ヶ月に達す
　　　　る日後の期間について、当面その実施が行われない場合。
　　  ② 常態として育児休業に係る子の養育を行っている配偶者であって、当該子が1歳6ヶ月に達する日後の期
　　　　間について養育を行う予定だったものが、「死亡」、「負傷」、「疾病又は身体上（精神上）の障害」、「婚姻の
　　　　解消」、「6週間以内に出産、または産後8週間を経過しないとき」など養育することができなくなった場合

出生 1歳
施行日

2歳1歳6月

支　給 支給不可支給可能 支給可能

1歳6ヶ月までの
支給延長の判断

育児休業手当金
請求書作成

2歳までの
支給延長の判断

育児休業手当金
変更請求書作成

育児休業手当金
変更請求書作成

＜施行日前に子の年齢が1歳6ヵ月に達する場合＞

出生 1歳
施行日

2歳1歳6月

支　給 支給不可支給不可支給可能 支給可能

1歳6ヶ月までの
支給延長の判断

育児休業手当金
請求書作成

2歳までの
支給延長の判断

育児休業手当金
変更請求書作成

育児休業手当金
変更請求書作成
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